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－１－ 

平成２８年度 奈良県吉野郡吉野町一般会計予算 

 

 平成２８年度吉野町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，４５３，０００千円と

定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出

予算」による。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、

期間及び限度額は「第２表債務負担行為」による。 

 

（地 方 債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起すことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は「第３表地方債」

による。 

 

（一時借入金）  

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、５億円と定める。 

 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）

に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の

各項間の流用  

 

 

 平成２８年 ３月 ９日提出 

 

                                  吉野町長  北 岡  篤 
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公用車リース料

第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

グループウェアシステム等

更新

期               間事              項

４，２００千円

７，８４０千円

小学校パソコン端末更新 ２８，６２０千円

吉野運動公園の指定管理料

６３，２００千円に税制度

の改正並びに物価変動及び

電気料金改定による増減額

を加算した額

健やか一番館電話機設備

リース料

１，３７７千円
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（単位：千円）

番号 起債の目的 起債の方法 利　率 償還の方法

1 公共交通活性化対策

2 協働のまちづくり推進

3 旧国栖小学校舎解体

4 移 住 者 等 起 業 支 援

5 南和広域医療施設整備

6 廃棄物運搬施設等整備

7 合 併 浄 化 槽 整 備

8 林 業 振 興

9 林 道 整 備

10 住 宅 新 改 築 助 成

11 商 品 券 発 行

12 自 然 災 害 防 止

13 町 道 整 備

14 空 家 改 修

15 集 会 所 施 設 改 修

16 橋 梁 等 点 検

17 防 災 通 信 設 備 整 備

18 公 共 土 木 災 害 復 旧

19 臨 時 財 政 対 策 債

1,000

71,000

2,000

6,800

10,000

166,565

19,400

1,200

5,200

第 ３ 表　　 地 方 債

限度額

12,500

68,700

　政府資金について

は、その融資条件に

より、銀行その他の

場合にはその債権者

と協定するものによ

る。

　ただし、町財政の

都合により据置期間

及び償還期限を短縮

し、又は繰上償還若

しくは低利に借換す

ることができる。

５.０％以内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金並びに縁

故資金について、

利率の見直しを

行った場合におい

ては、当該見直し

後の利率）

証書借入

又は

証券発行

5,800

1,400

3,300

218,700

81,000

9,200

33,900

6,000
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